
 

 

瀬戸市教育に関する事務の職務権限の特例に関する条例をここに公布す

る。 

令和６年９月２５日 

瀬戸市長  川 本 雅 之  

瀬戸市条例第２７号 

瀬戸市教育に関する事務の職務権限の特例に関する条例  

（趣旨）  

第１条 この条例は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３

１年法律第１６２号。以下「法」という。）第２３条第１項の規定に基

づき、市長が管理し、及び執行する教育に関する事務を定めるものとす

る。 

（職務権限の特例）  

第２条 市長が管理し、及び執行する教育に関する事務は、次に掲げるも

のとする。  

⑴ 博物館及び公民館の設置、管理及び廃止に関すること（法第２１条

第７号から第９号まで及び第１２号に掲げる事務のうち、博物館及

び公民館のみに係るものを含む。）。  

⑵ スポーツに関すること（学校における体育に関することを除く。）。  

⑶ 文化に関すること（次号に掲げるものを除く。）。  

⑷ 文化財の保護に関すること。  

附 則 

（施行期日）  

１ この条例は、令和７年４月１日（以下「施行日」という。）から施行

する。  

（瀬戸市公民館の設置及び管理に関する条例の一部改正）  



 

 

２ 瀬戸市公民館の設置及び管理に関する条例（令和５年瀬戸市条例第１

６号）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。  

改正後 改正前 

（使用時間） 

第５条 公民館の使用時間は、午前９時から午後

９時までの範囲内とする。ただし、第１７条の

規定により公民館の管理及び運営を指定管理者

に行わせる場合は、指定管理者が市長と協議し

て定めるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、特に必要

があると認めるときは、使用時間を変更するこ

とができる。 

（使用時間） 

第５条 公民館の使用時間は、午前９時から午後

９時までの範囲内とする。ただし、第１７条の

規定により公民館の管理及び運営を指定管理者

に行わせる場合は、指定管理者が教育委員会と

協議して定めるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、教育委員会は、特

に必要があると認めるときは、使用時間を変更

することができる。 

（休館日） 

第６条 ＜省略＞ 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、特に必要

があると認めるときは、休館日を変更し、又は

臨時に休館することができる。 

（休館日） 

第６条 ＜省略＞ 

２ 前項の規定にかかわらず、教育委員会は、特

に必要があると認めるときは、休館日を変更し

、又は臨時に休館することができる。 

（使用の許可） 

第７条 公民館の施設、附属設備及び備品（以下

「施設等」という。）を使用しようとする者は

、あらかじめ市長の許可を受けなければならな

い。その許可を受けた事項を変更する場合も、

また同様とする。 

２ 市長は、施設等の管理上必要があると認める

ときは、前項の許可に条件を付することができ

る。 

 （使用の許可） 

第７条 公民館の施設、附属設備及び備品（以下

「施設等」という。）を使用しようとする者は

、あらかじめ教育委員会の許可を受けなければ

ならない。その許可を受けた事項を変更する場

合も、また同様とする。 

２ 教育委員会は、施設等の管理上必要があると

認めるときは、前項の許可に条件を付すること

ができる。 

（使用の制限） 

第８条 市長は、次の各号のいずれかに該当する

と認めるときは、施設等の使用を許可しない。 

 

⑴から⑷まで ＜省略＞ 

（使用の制限） 

第８条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該

当すると認めるときは、施設等の使用を許可し

ない。 

 ⑴から⑷まで ＜省略＞ 



 

 

⑸ その他市長が不適当と認めるとき。  ⑸ その他教育委員会が不適当と認めるとき。 

（特別の設備等の使用） 

第１２条 使用者は、施設等の使用に際し、特別

の設備をし、又は備付けの器具以外の器具を使

用しようとするときは、あらかじめ市長の許可

を受けなければならない。 

（特別の設備等の使用） 

第１２条 使用者は、施設等の使用に際し、特別

の設備をし、又は備付けの器具以外の器具を使

用しようとするときは、あらかじめ教育委員会

の許可を受けなければならない。 

（使用許可の取消し等） 

第１４条 市長は、次の各号のいずれかに該当す

るときは、施設等の使用の許可を取り消し、又

は使用の中止を命ずることができる。 

 ⑴ ＜省略＞ 

 ⑵ 使用者が第７条第２項の規定による使用の 

許可に付された条件又は市長の指示に従わな 

いとき。 

 ⑶から⑸まで ＜省略＞ 

（使用許可の取消し等） 

第１４条 教育委員会は、次の各号のいずれかに

該当するときは、施設等の使用の許可を取り消

し、又は使用の中止を命ずることができる。 

 ⑴ ＜省略＞ 

 ⑵ 使用者が第７条第２項の規定による使用の 

許可に付された条件又は教育委員会の指示に 

従わないとき。 

 ⑶から⑸まで ＜省略＞ 

２ 前項各号のいずれかに該当し、施設等の使用

の許可を取り消し、又は使用の中止を命じた場

合において、使用者が損害を受けたときは、市

は、その責めを負わない。ただし、同項第５号

に該当し、市長が必要と認める場合にあっては

、この限りでない。 

２ 前項各号のいずれかに該当し、施設等の使用

の許可を取り消し、又は使用の中止を命じた場

合において、使用者が損害を受けたときは、市

は、その責めを負わない。ただし、同項第５号

に該当し、教育委員会が必要と認める場合にあ

っては、この限りでない。 

（損害賠償の義務） 

第１６条 公民館に入館した者及び使用者は、故

意又は過失により建物、設備、備品等を損傷し

、又は滅失したときは、その損害を賠償しなけ

ればならない。ただし、市長が損害を賠償させ

ることが適当でないと認めるときは、この限り

でない。 

（損害賠償の義務） 

第１６条 公民館に入館した者及び使用者は、故

意又は過失により建物、設備、備品等を損傷し

、又は滅失したときは、その損害を賠償しなけ

ればならない。ただし、教育委員会が損害を賠

償させることが適当でないと認めるときは、こ

の限りでない。 

（指定管理者） 

第１７条 市長は、公民館の管理及び運営を法人

その他の団体であって瀬戸市公の施設に係る指

定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１

６年瀬戸市条例第１６号）の規定により市長が

指定するもの（以下「指定管理者」という。）

に行わせることができる。 

（指定管理者） 

第１７条 教育委員会は、公民館の管理及び運営

を法人その他の団体であって瀬戸市公の施設に

係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（

平成１６年瀬戸市条例第１６号）の規定により

教育委員会が指定するもの（以下「指定管理者

」という。）に行わせることができる。 



 

 

（指定管理者が行う業務） 

第１８条 前条の規定により、指定管理者に行わ

せる業務は、次の各号に掲げるものとする。 

⑴から⑶まで ＜省略＞ 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、公民館の管理 

に関し市長が必要と認める業務 

２ 第７条、第８条、第１２条から第１６条まで

の規定は、前条の規定により、指定管理者に管

理を行わせる場合に準用する。この場合におい

て、第７条第１項、第８条及び第１２条から第

１５条までの規定中「使用」とあるのは「利用

」と、第７条、第８条、第１２条及び第１４条

中「市長」とあるのは「指定管理者」と、第１

２条から第１６条までの規定中「使用者」とあ

るのは「利用者」と、第１４条第１項中「使用

料」とあるのは「利用料（第１９条第１項に規

定する「利用料」をいう。）」と読み替えるも

のとする。 

 （指定管理者が行う業務） 

第１８条 前条の規定により、指定管理者に行わ

せる業務は、次の各号に掲げるものとする。 

⑴から⑶まで ＜省略＞ 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、公民館の管理 

に関し教育委員会が必要と認める業務 

２ 第７条、第８条、第１２条から第１６条まで

の規定は、前条の規定により、指定管理者に管

理を行わせる場合に準用する。この場合におい

て、第７条第１項、第８条及び第１２条から第

１５条までの規定中「使用」とあるのは「利用

」と、第７条、第８条、第１２条及び第１４条

中「教育委員会」とあるのは「指定管理者」と

、第１２条から第１６条までの規定中「使用者

」とあるのは「利用者」と、第１４条第１項中

「使用料」とあるのは「利用料（第１９条第１

項に規定する「利用料」をいう。）」と読み替

えるものとする。 

（委任） 

第２０条 この条例の施行に関し必要な事項は、

市長が定める。 

（委任） 

第２０条 この条例の施行に関し必要な事項は、

教育委員会が定める。 
  

（瀬戸市文化財保護条例の一部改正）  

３ 瀬戸市文化財保護条例（昭和４７年瀬戸市条例第１２号）の一部を次

のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。  

改正後 改正前 

（設置） 

第３条 法第１９０条第２項の規定に基づき、瀬

戸市文化財保護審議会（以下「審議会」という

。）を置く。 

（設置） 

第３条 瀬戸市教育委員会（以下「委員会」とい

う。）に、瀬戸市文化財保護審議会（以下「審

議会」という。）を置く。 

（組織及び任期） （組織及び任期） 



 

 

第４条 審議会は委員７人以内で組織し、委員は

市長が委嘱する。 

２及び３ ＜省略＞  

第４条 審議会は委員７人以内で組織し、委員は

委員会が市長と協議して委嘱する。 

２及び３ ＜省略＞  

（任務） 

第５条 審議会は、文化財の保存及び活用に関し

、市長の諮問に答え、又は市長に意見を具申し

、及びこのために必要な調査研究を行う。 

（任務） 

第５条 審議会は、文化財の保存及び活用に関し

、委員会の諮問に答え、又は委員会に意見を具

申し、また、このために必要な調査研究を行う

。 

（指定等） 

第６条 市長は、文化財のうち市にとって重要な

ものを瀬戸市指定有形文化財、瀬戸市指定無形

文化財（以下「市指定無形文化財」という。）

、瀬戸市指定有形民俗文化財（以下「市指定有

形民俗文化財」という。）若しくは瀬戸市指定

無形民俗文化財（以下「市指定無形民俗文化財

」という。）又は瀬戸市指定史跡、瀬戸市指定

名勝若しくは瀬戸市指定天然記念物（以下「市

指定史跡名勝天然記念物」という。）（以下「

市指定文化財」と総称する。）に指定すること

ができる。 

２ 市長は、市指定無形文化財の指定にあたって

は、その保持者又は保持団体（無形文化財を保

持する者が主たる構成員となっている団体で代

表者の定めのあるものをいう。以下同じ。）を

認定するものとし、その指定後において必要と

認めるときは、保持者又は保持団体を追加して

認定することができる。 

３ 市長は、第１項の規定による指定をしようと

するときは、あらかじめ指定しようとする文化

財の所有者及び権原に基づく占有者の同意を得

なければならない。ただし、市指定無形文化財

若しくは市指定無形民俗文化財を指定しようと

する場合又は所有者若しくは権原に基づく占有

者が判明しない場合は、この限りでない。 

４ 市長は、第１項の規定による指定又は第２項

（指定等） 

第６条 委員会は、文化財のうち市にとって重要

なものを市長と協議のうえ、瀬戸市指定有形文

化財、瀬戸市指定無形文化財（以下「市指定無

形文化財」という。）、瀬戸市指定有形民俗文

化財（以下「市指定有形民俗文化財」という。

）若しくは瀬戸市指定無形民俗文化財（以下「

市指定無形民俗文化財」という。）又は瀬戸市

指定史跡、瀬戸市指定名勝若しくは瀬戸市指定

天然記念物（以下「市指定史跡名勝天然記念物

」という。）（以下「市指定文化財」と総称す

る。）に指定することができる。 

２ 委員会は、市指定無形文化財の指定にあたっ

ては、その保持者又は保持団体（無形文化財を

保持する者が主たる構成員となっている団体で

代表者の定めのあるものをいう。以下同じ。）

を認定するものとし、その指定後において必要

と認めるときは、保持者又は保持団体を追加し

て認定することができる。 

３ 委員会は、第１項の規定による指定をしよう

とするときは、あらかじめ指定しようとする文

化財の所有者及び権原に基づく占有者の同意を

得なければならない。ただし、市指定無形文化

財若しくは市指定無形民俗文化財を指定しよう

とする場合又は所有者若しくは権原に基づく占

有者が判明しない場合は、この限りでない。 

４ 委員会は、第１項の規定による指定又は第２



 

 

の規定による認定をしようとするときは、あら

かじめ審議会の意見を聞かなければならない。 

 

５及び６ ＜省略＞  

７ 市長は、有形の市指定文化財の指定をしたと

きは、その所有者に指定書を交付する。 

項の規定による認定をしようとするときは、あ

らかじめ審議会の意見を聞かなければならない

。 

５及び６ ＜省略＞  

７ 委員会は、有形の市指定文化財の指定をした

ときは、その所有者に指定書を交付する。 

（指定等の解除） 

第７条 市長は、市指定文化財がその価値を失っ

たときその他特別の理由が生じたときは、市指

定文化財の指定を解除することができる。 

 

２ 市長は、保持者が心身の故障のため保持者と

して適当でなくなったと認められるとき、保持

団体がその構成員の異動のため保持団体として

適当でなくなったと認められるときその他特別

の理由があるときは、保持者又は保持団体の認

定を解除することができる。 

３ 市長は、第１項の規定による指定の解除又は

前項の規定による認定の解除をしようとすると

きは、あらかじめ審議会の意見を聞かなければ

ならない。 

４及び５ ＜省略＞ 

６ 前項の場合には、市長は、有形の市指定文化

財及び市指定無形文化財に係るときは、その旨

を告示するとともにその所有者若しくは権原に

基づく占有者又は保持者若しくは保持団体とし

て認定されていたもの（保持団体にあっては、

その代表者（保持団体が解散した場合には、代

表者であった者））に通知し、市指定無形民俗

文化財に係るときは、その旨を告示するものと

する。 

（指定等の解除） 

第７条 委員会は、市指定文化財がその価値を失

ったときその他特別の理由が生じたときは、市

長と協議して市指定文化財の指定を解除するこ

とができる。 

２ 委員会は、保持者が心身の故障のため保持者

として適当でなくなったと認められるとき、保

持団体がその構成員の異動のため保持団体とし

て適当でなくなったと認められるとき、その他

特別の理由があるときは、保持者又は保持団体

の認定を解除することができる。 

３ 委員会は、第１項の規定による指定の解除又

は前項の規定による認定の解除をしようとする

ときは、あらかじめ審議会の意見を聞かなけれ

ばならない。 

４及び５ ＜省略＞ 

６ 前項の場合には、委員会は、有形の市指定文

化財及び市指定無形文化財に係るときは、その

旨を告示するとともにその所有者若しくは権原

に基づく占有者又は保持者若しくは保持団体と

して認定されていたもの（保持団体にあっては

、その代表者（保持団体が解散した場合には、

代表者であった者））に通知し、市指定無形民

俗文化財に係るときは、その旨を告示するもの

とする。 

（所有者の管理義務及び管理責任者） 

第８条 有形の市指定文化財の所有者は、この条

例及びこれに基づく規則並びに市長の指定に従

い、当該市指定文化財を管理しなければならな

（所有者の管理義務及び管理責任者） 

第８条 有形の市指定文化財の所有者は、この条

例及びこれに基づく委員会規則並びに委員会の

指定に従い、当該市指定文化財を管理しなけれ



 

 

い。 

２ 有形の市指定文化財の所有者は、特別の事情

があるときは、もっぱら自己に代わり当該市指

定文化財の管理の責めに任ずべき者（以下「管

理責任者」という。）を選任することができる

。 

３ 前項の規定により管理責任者を選任したとき

は、所有者は、速やかに市長に届け出なければ

ならない。管理責任者を解任した場合も同様と

する。 

４ ＜省略＞  

ばならない。 

２ 有形の市指定文化財の所有者は、特別の事情

があるときは、もっぱら自己に代り当該市指定

文化財の管理の責めに任ずべき者（以下「管理

責任者」という。）を選任することができる。 

 

３ 前項の規定により管理責任者を選任したとき

は、所有者は、速やかに委員会に届け出なけれ

ばならない。管理責任者を解任した場合も同様

とする。 

４ ＜省略＞ 

第８条の２ 市指定史跡名勝天然記念物の所有者

は、規則の定める基準により、その管理に必要

な標識、説明板、境界標、囲柵その他の施設を

設置するものとする。 

第８条の２ 市指定史跡名勝天然記念物の所有者

は、委員会規則の定める基準により、その管理

に必要な標識、説明板、境界標、囲さくその他

の施設を設置するものとする。 

（現状変更の制限等） 

第８条の３ 有形の市指定文化財（市指定有形民

俗文化財を除く。）に関しその現状を変更し、

又はその保存に影響を及ぼす行為をしようとす

るときは、あらかじめ市長の許可を受けなけれ

ばならない。ただし、現状の変更については規

則で定める範囲の維持の措置又は非常災害のた

めに必要な応急措置を執る場合、保存に影響を

及ぼす行為については影響の軽微である場合は

、この限りでない。 

２ 市長は、前項の許可を与える場合においては

、その許可に当該市指定文化財の保存上必要な

条件を付すことができる。 

３ 市長は、第１項の許可を受けた者が前項の許

可の条件に従わなかったときは、許可に係る現

状の変更若しくは保存に影響を及ぼす行為の停

止を命じ、又は許可を取り消すことができる。 

 

４ 市長は、第１項の許可を受けることができな

かったことにより、又は第２項の許可の条件を

（現状変更の制限等） 

第８条の３ 有形の市指定文化財（市指定有形民

俗文化財を除く。）に関しその現状を変更し、

又はその保存に影響を及ぼす行為をしようとす

るときは、あらかじめ委員会の許可を受けなけ

ればならない。ただし、現状の変更については

委員会規則で定める範囲の維持の措置又は非常

災害のために必要な応急措置を執る場合、保存

に影響を及ぼす行為については影響の軽微であ

る場合は、この限りでない。 

２ 委員会は、前項の許可を与える場合において

は、その許可に当該市指定文化財の保存上必要

な条件を付すことができる。 

３ 委員会は、第１項の許可を受けた者が前項の

許可の条件に従わなかったときは、許可に係る

現状の変更若しくは保存に影響を及ぼす行為の

停止を命じ、又は許可を取り消すことができる

。 

４ 市は、第１項の許可を受けることができなか

ったことにより、又は第２項の許可の条件を付



 

 

付せられたことにより損失を受けた者に対して

は、その通常生ずべき損失を補償する。 

５ 市指定有形民俗文化財に関しその現状を変更

し、又はその保存に影響を及ぼす行為をしよう

とする者は、あらかじめ市長に届け出なければ

ならない。 

せられたことにより損失を受けた者に対しては

、その通常生ずべき損失を補償する。 

５ 市指定有形民俗文化財に関しその現状を変更

し、又はその保存に影響を及ぼす行為をしよう

とする者は、あらかじめ委員会に届け出なけれ

ばならない。 

（届出） 

第９条 有形の市指定文化財の所有者（管理責任

者がある場合で、管理責任者に関して第２号の

事由に該当するとき又は第３号若しくは第４号

の事由に該当するときは、管理責任者）は、次

の各号のいずれかに該当するときは、速やかに

その旨を市長に届け出なければならない。 

⑴から⑷まで ＜省略＞  

２ 有形の市指定文化財の所有者（管理責任者が

ある場合で、第１号の事由に該当するときは、

管理責任者）は、次の各号のいずれかに該当す

るときは、あらかじめ市長に届け出なければな

らない。ただし、規則で定める場合には、届出

を要せず、又は事後に届け出ることをもって足

りる。 

⑴及び⑵ ＜省略＞  

３ 第６条第２項の規定により市指定無形文化財

の保持者又は保持団体として認定されたものが

次の各号のいずれかに該当するときは、保持者

（保持者が死亡した場合にあっては、その相続

人）又は保持団体の代表者（保持団体が解散（

消滅を含む。以下同じ。）した場合にあっては

、代表者であった者）は、速やかに市長に届け

出なければならない。 

（届出） 

第９条 有形の市指定文化財の所有者（管理責任

者がある場合で、管理責任者に関して第２号の

事由に該当するとき並びに第３号及び第４号の

事由に該当するときは、管理責任者）は、次の

各号のいずれかに該当するときは、速やかにそ

の旨を委員会に届け出なければならない。 

⑴から⑷まで ＜省略＞  

２ 有形の市指定文化財の所有者（管理責任者が

ある場合で、第１号の事由に該当するときは、

管理責任者）は、次の各号のいずれかに該当す

るときは、あらかじめ委員会に届け出なければ

ならない。ただし、委員会規則で定める場合に

は、届出を要せず、又は事後に届け出ることを

もって足りる。 

⑴及び⑵ ＜省略＞  

３ 第６条第２項の規定により市指定無形文化財

の保持者又は保持団体として認定されたものが

次の各号のいずれかに該当するときは、保持者

（保持者が死亡した場合にあっては、その相続

人）又は保持団体の代表者（保持団体が解散（

消滅を含む。以下同じ。）した場合にあっては

、代表者であった者）は、速やかに委員会に届

け出なければならない。 

 ⑴から⑶まで ＜省略＞ ⑴から⑶まで ＜省略＞ 

（補助等） 

第１０条 市長は、市指定文化財の管理、修理、

復旧、公開その他その保存及び活用に要する経

費の全部又は一部につき、予算の範囲内で補助

（補助等） 

第１０条 市は、市指定文化財の管理、修理、復

旧、公開その他その保存及び活用に要する経費

の全部又は一部につき、予算の範囲内で補助し



 

 

し、又は負担することができる。 、又は負担することができる。 

（管理等に関する勧告等） 

第１１条 市長は、市指定文化財の管理、修理、

復旧その他の保存に関して所有者若しくは管理

責任者又は保持者若しくは保持団体に対し、必

要な勧告又は指示をすることができる。 

（管理等に関する勧告等） 

第１１条 委員会は、市指定文化財の管理、修繕

、復旧その他の保存に関して所有者若しくは管

理責任者又は保持者若しくは保持団体に対し、

必要な勧告又は指示をすることができる。 

（公開等の勧告） 

第１２条 市長は、市指定文化財（市指定史跡名

勝天然記念物を除く。）の公開その他の活用に

関して所有者若しくは管理責任者又は保持者若

しくは保持団体に対し、必要な勧告をすること

ができる。 

（公開等の勧告） 

第１２条 委員会は、市指定文化財（市指定史跡

名勝天然記念物を除く。）の公開その他の活用

に関して所有者若しくは管理責任者又は保持者

若しくは保持団体に対し、必要な勧告をするこ

とができる。 

（所有者変更に伴う権利義務の承継） 

第１３条 市指定文化財の所有者が変更したとき

は、新所有者は、当該市指定文化財に関し、こ

の条例に基づいてする市長の勧告、指示その他

の処分による旧所有者の権利義務を承継する。 

（所有者変更に伴う権利義務の承継） 

第１３条 市指定文化財の所有者が変更したとき

は、新所有者は、当該市指定文化財に関し、こ

の条例に基づいてする委員会の勧告、指示その

他の処分による旧所有者の権利義務を承継する

。 

（補助金等の返還） 

第１４条 市長は、第１０条の規定に基づく補助

金又は負担金（以下「補助金等」という。）の

交付を受けたものが、次の各号のいずれかに該

当するときその他特別の理由が生じたと認める

ときは、当該補助金等の全部又は一部の返還を

命ずることができる。 

⑴ 市指定文化財の管理、修理、復旧、公開そ

の他その保存及び活用に関し、条例又はこれ

に基づく規則に違反したとき。 

⑵から⑷まで ＜省略＞  

（補助金等の返還） 

第１４条 委員会は、第１０条の規定に基づく補

助金又は負担金（以下「補助金等」という。）

の交付を受けたものが、次の各号のいずれかに

該当するときその他特別の理由が生じたと認め

るときは、当該補助金等の全部又は一部の返還

を命ずることができる。 

⑴ 市指定文化財の管理、修理、復旧、公開そ

の他その保存及び活用に関し、条例又はこれ

に基づく委員会規則に違反したとき。 

⑵から⑷まで ＜省略＞  

（調査又は報告） 

第１５条 市長は、必要があると認めるときは、

あらかじめ、市指定文化財の所有者、管理責任

者、保持者若しくは保持団体の同意を得て、当

該市指定文化財の現状、管理又は修理若しくは

復旧の状況を調査し、又は報告を求めることが

（調査又は報告） 

第１５条 委員会は、必要があると認めるときは

、あらかじめ、市指定文化財の所有者、管理責

任者、保持者若しくは保持団体の同意を得て、

当該市指定文化財の現状、管理又は修理若しく

は復旧の状況を調査し、又は報告を求めること



 

 

できる。 ができる。 

（委任） 

第１６条 この条例の施行に関し必要な事項は、

規則で定める。 

（委任） 

第１６条 この条例の施行に関し必要な事項は、

委員会規則で定める。 
  

 （瀬戸市文化財保護条例の一部改正に伴う経過措置）  

４ この条例の施行の際現に前項の規定による改正前の瀬戸市文化財保護

条例（以下「旧条例」という。）第４条第１項の規定により委嘱された

委員は、この条例の施行日に前項の規定による改正後の瀬戸市文化財保

護条例（以下「新条例」という。）第４条第１項の規定により委嘱され

たものとみなす。この場合において、当該委嘱されたものとみなされる

者の任期は、同条第２項の規定にかかわらず、旧条例の規定により定め

た任期の残任期間と同一の期間とする。  

 （瀬戸市公民館の設置及び管理に関する条例等の一部改正に伴う経過措

置） 

５ この条例の施行前に附則第２項の規定による改正前の瀬戸市公民館の

設置及び管理に関する条例若しくは旧条例（以下「改正前条例等」とい

う。）の規定によりされた許可その他の行為又はこの条例の施行の際現

に改正前条例等の規定によりされている届出その他の行為は、この条例

の施行後は、附則第２項の規定による改正後の瀬戸市公民館の設置及び

管理に関する条例又は新条例の相当規定によりされた許可その他の行為

又は届出その他の行為とみなす。  

 

 


